
 令和６年度石川県多文化交流事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、主として多文化共生イベントの実施がない、または少ない市

町を対象に、外国人住民と日本人住民の交流事業の立ち上げを支援し、各地域での

多文化共生に関する取り組みの継続的な実施を促進するため、当該事業を実施する

ために必要とする経費の一部を補助することにより、外国人住民が暮らしやすい環

境づくりを支援するとともに、外国人住民と日本人住民の相互理解を深める機会の

充実を図ることを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、石川県補助金等交付規則（昭和３４年石川県規則

第２９号、以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところ

による。 

 

（補助対象事業者） 

第２条 補助金の交付対象となる者（以下「補助事業者」という。）は市町とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に 

 掲げる要件を全て満たすものとする。 

下記の内容を満たす取組であること。ただし、満たす内容により補助率に変更あり。

（本要綱第４条第３項を参照のこと。） 

① 技能実習生等の参加 

② 外国人住民と地域住民の交流 

③ 外国人住民の母国文化等に触れられる内容 

④ 継続実施の意思があること 

⑤ 新規または既存の取組を拡充する事業 

⑥ 企画段階から外国人コミュニティリーダーや外国人住民が参加すること 

２ 次の各号のいずれかに該当する事業は、補助対象としないものとする。 

（１）営利を目的としたもの 

（２）特定の個人又は団体のみが利益を受けるもの 

（３）政治的又は団体のみが利益を受けるもの 

（４）既決の予算内で実施する事業 

（５）他の公的機関からの委託事業、または補助金を受けて実施する事業 

（６）その他公序良俗に反するなど適当でないと認められるもの 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 知事は、第３条に規定する補助金の対象となる事業を実施するために必要な

経費のうち、補助金交付の対象として知事が認める経費について、予算の範囲内で



補助金を交付する。 

２ 補助対象経費の区分は、次に掲げる経費とする。 

補助対象経費 

賃金、諸謝金、旅費、交通費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及

び損料、会議費、保険料、雑役務費、委託費、補助金 

３ 補助金の額は、次の表により算定する額を限度として知事が定めた額とする。 

  補助限度額及び補助率 

満たす要件（本要綱第３条第１項参照） 補助限度額 

１０/１０ 

別途知事が定め

る額 

補助率 

① ～ ⑤をすべて満たす事業 ５万円 １／２ 

① ～ ⑥をすべて満たす事業 １０万円 １０／１０ 

 

（間接補助金） 

第５条 補助事業者は、事業を実施するのに適した法人又は地域住民、企業等から構

成される団体で、代表の定め、組織及び運営についての規約の定め並びに事業実施

及び会計手続を適正に行う体制を有するものに補助事業の全部または一部を実施さ

せる場合においては、その事業の全部を補助事業とし、その経費の全部または一部

を補助又は負担することができるものとする。 

２ 前項の規定に基づき交付される給付金を「間接補助金」といい、間接補助金交付

の対象となる事業を「間接補助事業」、また、間接補助金交付の対象となる者を「間

接補助事業者」という。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、様式第１号の交付申請書に関係書類を

添えて、期日までに提出するものとする。 

２ 補助金の交付の申請をしようとする者は、第１項に規定する補助金の交付の申請

をするに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法

律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及

び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税

率を乗じて得た金額の合計に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額

をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）に相当する額を減額して申請し

なければならない。ただし、申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかで

ないものについては、この限りでない。 

 

（補助金の交付決定等） 

第７条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合において適当と認める



ときは、補助金の交付を決定し、当該補助事業者に通知するものとする。この場合

において、知事が補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、

条件を付けることがある。 

２ 知事は、前項の交付の決定を行うに当たっては、前条第２項本文の規定により補

助金に係る消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して補助金の交付の申請がな

されたものについては、当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して交付の

決定を行うものとする。 

 

（計画変更の承認等） 

第８条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、様式第２号の変更交

付申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）補助金額を増額変更しようとするとき。 

（２）補助対象経費の総額を変更しようとするとき。ただし、補助対象経費の総額

の２０％以内の変更は、この限りではない。 

（３）補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、軽微な変更を除く。 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、

又は条件を付することがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止する場合は、様式第３号の中止・廃

止承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（交付決定の取消等） 

第 10 条 知事は、前条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び、次の各

号に掲げる場合は、第７条の交付決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更する

ことができる。 

（１）補助事業者が、本要綱、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反

した場合 

（２）補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、虚偽、その他不適切な行為をし

た場合 

（４）交付決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部または一部を継続する

必要がなくなった場合 

２ 知事は、前項の取消をした場合において、既に当該取消に係る部分に対する補助

金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部または一部の返還を命

ずるものとする。 

３ 知事は、第１項第１号から第３号までに掲げる事由により補助金の交付の決定を

取消し、前項の規定により補助金の返還を命ずる場合には、補助事業者が当該補助



金を受領した日から納付の日までの期間に応じて返還すべき金額に対し年利１０．

９５％の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還及び前項の加算金の納付については、第１４条第４

項の規定を準用する。 

 

（事業遅延の届出） 

第 11 条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込

まれる場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに様式第４号の

遅延届を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告及び調査） 

第 12 条 補助事業者は、補助事業の遂行及び支出状況について知事の要求があった

ときは、速やかに様式第５号の状況報告書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、補助事業の遂行及び支出状況を調査するこ

とができる。 

 

（実績報告） 

第 13 条 補助事業者は、事業が完了（中止または廃止の承認を受けたときを含む）

したときは、完了した日（中止または廃止の承認を受けたときは当該承認の日）か

ら３０日を経過した日又は交付決定で定める日のいずれか早い日までに、様式第６

号の実績報告書に関係書類を添えて知事に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は第１項に規定する実績報告書を提出するにあたり、補助金に係る消

費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当する額

を減額して実績報告書を提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 14 条 知事は、前条の規定による報告を受けた場合は、報告書等の書類の審査及

び必要な調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定

の内容（第８条第１項に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれ

に付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事

業者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が明

らかでないものであって、補助金の額の確定時において当該消費税等仕入控除税額

が明らかな場合は、前項の額の確定において当該消費税等仕入控除税額に相当する

額を減額するものとする。 

３ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ず

るものとする。 



４ 前項の補助金の返還期限は、当該命令の日から２０日以内とし、期限内に納付し

ない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９

５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第 15 条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払う

ものとする。ただし、必要があると認められる場合は、補助金の全部又は一部につ

いて概算払いをもって交付することができる。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払又は精算払を受けようとするときは、様式第７号

の請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第16条 補助事業者は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかでないものであって、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申

告により当該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに様式第８号の消

費税等仕入控除税額確定報告書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告書の提出があった場合には、必要に応じて当該消費税等仕入

控除税額に相当する額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 第１４条第４項の規定は前項の返還の規定について準用する。 

 

（補助金の経理） 

第 17 条 補助金の交付を受けた補助事業者は、補助事業についての収支簿を備え、

他の経理と区分して補助事業の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らか

にしておかなければならない。 

２ 補助金の交付を受けた補助事業者は、前項の支出額について、その支出内容を証

する書類を整備して前項の収支簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了

後５年間保存しなければならない。 

 

（間接補助金交付の際付すべき条件） 

第 18 条 補助事業者は間接補助事業者に補助金を交付するときは、本要綱第８条か

ら第１７条までの規定に準ずる条件を付さなければならない。 

 

（その他） 

第 19 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


